
１ ． 保 険 料 調 整 制 度 と は

保 険 料 調 整 制 度 は ど の よ う な 制 度 で す か ？

制 度 利 用 中

6,250円/月

標準報酬月額８．８万円の被保険者に制度を利用した場合のイメージ

事業主が追加負担した
保険料は、還付（３か月
後の保険料額から差し
引き）されます。

＋6,250円/月（一時的負担）
還付後 12,500円

＋０円/月12,500円/月 12,500円/月

本 来 の 負 担 （ 労 使 折 半 ）

被 保 険 者 事 業 主

被 保 険 者 事 業 主

12,500円

事 業 主

※保険料額はイメージであり、実際の額とは異なります。

１

新 た に 社 会 保 険 の 加 入 対象 とな る 短時 間 労働 者 が就 業 調整 せ ずに 働 け

る よ う 、 事 業 主 が 被 保 険者 の 社会 保 険料 （ ※ １ ） を一 時 的に 一 部負 担 する

こ とで 、 通 算 ３年 間、 被 保 険 者の 保 険料負 担 を 軽減 （ ※ ２ ） でき る 制 度で す 。

な お 、 事 業 主 が 最 終 的 に 納付 す る保 険 料は 増 えませ ん ！

事 業 主 が 追 加 負 担 し た 保 険 料 は 、 一 旦 納 付 し た 後 に 還 付 （ ３ か 月 後 の 保 険 料 額 か ら 追 加 負

担 分 を 全 額 差 し 引 き ） す る た め 、 最 終 的 に 事 業 主 が 納 付 す る 保 険 料 は 増 え ま せ ん 。

た だ し 、 保 険 料 を 納 付 期 限 （ 翌 月 末 ） ま で に 納 付 せ ず 、 督 促 状 の 指 定 す る 期 限 ま で に も

納 付 し な か っ た 場 合 は 、 そ の 月 の 追 加 負 担 分 は 差 し 引 か れ ま せ ん 。

制 度 を 利 用 し 、 被 保 険 者 の 保 険 料 が 軽 減 さ れ て も 、 被 保 険 者 が 将 来 受 け 取 る 年 金 額 は 減 り

ま せ ん 。

被 保 険 者 が 将 来 受 け 取 る年 金 額へ の 影響 は ありま せ ん！

12.2万～13万未満
（12.6万）

11.4万～12.2万未満
（11.8万）

10.7万～11.4万未満
（11万）

10.1万～10.7万未満
（10.4万）

9.3万～10.1万未満
（9.8万）

9.3万未満
（8.8万以下）

月 収 （ 円 ）
（ 標 準 報 酬 月 額 ）

48 ： 5245 ： 5541 ： 5936 ： 6430 ： 7025 ： 75被保険者：事業主(1・２年目）

49 ： 5147.5 ： 52.5４５．5 ： 54.543 ： 5740 ： 6037.5 ： 62.5被保険者：事業主(３年目）

※１ 対象となる保険料は、賞与に関するものを除いた厚生年金保険料・健康保険料です。
※２ 事業所単位で通算３年間、対象となる被保険者の保険料を軽減できます。詳細はQ4-1をご覧ください。

被 保 険 者 の 保 険 料 軽 減 割 合 は 、 標 準 報 酬 月 額 に 応 じ て 決 ま っ て い ま す 。
ま た 、 制 度 利 用 ３ 年 目 は 保 険 料 軽 減 割 合 が １ ・ ２ 年 目 の 半 分 と な り ま す 。

事 業 主 が 最 終 的 に 納 付 する 保険 料 は増 え ませ ん！

Q1

A1

短 時 間 労 働 者 の 厚 生 年 金 保 険 料 ・ 健 康 保 険 料 負 担 を 軽 減 ！

保険料調整制度のご案内



任意特定適用事業所となった月から２年以内 （注２）

２ ． 対 象 と な る 事 業 所

2035年10月～2032年10月～2029年10月～2027年10月～対 象 時 期

従業員数

10人以下の事業所

従業員数

11～20人の事業所

従業員数

21～35人の事業所

従業員数（注３）

36～50人の事業所
対 象 事 業 所

2035年10月1日以降に、任意適用事業所となった個人事業所は、従業員数に関わらず対象

です。

2027年10月１日以降の社会保険の適用拡大（特定適用事業所に該当する企業の範囲の拡大）

により、特定適用事業所（短時間労働者が社会保険の加入対象となった事業所）となった以下の

事業所が対象です。

任意適用事業所として社会保険に加入している個人事業所のうち、2027年10月１日から

2035年９月30日までの間に、従業員数が51人以上となったことで、特定適用事業所と

なった個人事業所が対象です(注５)。

2026年10月１日から2035年９月30日までに、任意特定適用事業所（任意で短時間労働者

を社会保険の加入対象とした事業所）となった事業所が対象です。

  ～  のいずれかに該当する事業所（注1）が対象です。

対象事業所が制度を利用する場合、申出期限内に申出をする必要があります。

なお、 ～ の条件に複数該当した事業所は、最初に該当した条件が申出期限

の基準となります。

（注1） 上記❶～❹のいずれかに該当する事業所であっても、以下のA・Bのいずれかに該当する場合は、制度の対象外です。

・ A）2026年10月１日時点で既に、短時間労働者が社会保険の加入対象となっている事業所

・ B）❶～❹のいずれかに該当する前に、従業員数が常時51人以上となった事業所

（注２） 制度の利用が可能となった日から２年を経過した日が属する月の前月までが申出の期限です。

（注３） 従業員数とは、厚生年金保険の被保険者数（フルタイムの従業員と週の労働時間がフルタイムの3/4以上の従業員を合計した数）です。

（注４） 従業員数５人未満の個人事業所など、強制適用事業所以外の事業所で、労使合意により、任意で社会保険に加入した個人事業所。

（注５） 従業員数が50人以下の任意適用事業所は、上記❶または❷のいずれかに該当することで対象となります。

2026年10月1日以降に、任意特定適用事業所となった事業所１

2027年10月１日以降の社会保険の適用拡大により、特定適用事業所と

なった事業所
２

任意適用事業所（注4）のうち、2027年10月1日～2035年９月30日に、

従業員数が51人以上となったことで、特定適用事業所となった個人事業所
３

2035年10月1日以降、任意適用事業所となった個人事業所４

申 出 期 限

制度を利用できる事業所を教えてください。Q2

A2

特定適用事業所となった月から２年以内（注２）申 出 期 限

任意適用事業所が特定適用事業所となった月から２年以内 （注２）申 出 期 限

任意適用事業所となった月から２年以内（注２）申 出 期 限

１ ４

一度保険料調整制度を利用した事業所は、再び保険料調整制度を利用することはできません。

2

１ ４



３ ． 対 象 と な る 被 保 険 者

以下の４つの条件にすべて当てはまる短時間労働者が対象です。

で き ま せ ん 。

• 70歳以上で、任意で厚生年金保険に加入している被保険者（高齢任意加入被保険者）

※ 70歳以上の被保険者は、健康保険料のみ保険料調整制度の対象となります。

• 複数の事業所で社会保険に加入している被保険者

• 産休期間中・育休期間中で、社会保険料が免除されている被保険者

以 下 に 該 当 す る 方 は 制度 の 対象 外 です 。

対象事業所で勤務 標準報酬月額が12.6万円以下
（月収が13万円未満）

週の所定労働時間が20時間以上
かつ、フルタイムの3/4未満

学生ではない
(夜間学生や休学中を除く)

１ ２

３ ４

2026.10 2027.10 2029.10 2032.10 2035.10（※）

10人

20人

35人

50人

企業

規模

年

制度を利用できる事業所のイメージ図

任意特定適用事業所

2026年10月1日以降に、任意で短時間労働者

を社会保険の加入対象とした事業所

任意適用事業所

任意で社会保険に加入し、従業員数が51人以上と
なったことで特定適用事業所となった個人事業所

特定適用事業所

社会保険の適用拡大により、
短時間労働者が社会保険の
加入対象となった事業所

任意適用事業所

新たに任意で社会保険
に加入した個人事業所

対 象 と な る 被 保 険 者 を 教 え て く だ さ い 。

希 望 し た 一 部 の 対 象 被 保 険 者 の み 、
制 度 を 利 用 す る こ と は で き ま す か ?

Q3-1

A3-1

Q3-2

A3-2

※ 企業規模要件の撤廃により、2035年10月１日に短時間労働者が社会保険の加入対象となった事業所も利用できます。

事 業 所 単 位 で 適 用 が 決 ま る 制 度 で あ り 、 制 度 を 利 用 す る 事 業 所 に
勤 務 す る 全 て の 対 象 被 保 険 者 に 制 度 が 適 用 さ れ ま す 。

3

１

2

3

4



４ ． 制 度 の 利 用 可 能 期 間

4

制 度 利 用 ３ 年 目 は 、 被 保 険 者 の 保 険 料
軽 減 割 合 が 、 １ ・ ２ 年 目 の 半 分 と な り ま す 。

被 保 険 者 と 事 業 主 の 保 険 料 の 負 担 割 合
は 右 表 の と お り で す 。

保険料調整制度は制度の利用を申し出た月から通算３年間が経過する月まで適用されますが、
途中で制度の利用が自動停止される場合があります。詳細はQ8をご覧ください。

事業所が制度の利用を開始してから3年が経過した時点で、被保険者の保険料の軽減は終了します。

※ 保険料額はイメージであり、実際の額とは異なります。

9,375円/月

9,375円/月

12,500円/月

事業所
協会けんぽ加入

被保険者A

被保険者B

開 始 終 了

2026年10月１日から
社保加入

３ 年 目２ 年 目１ 年 目

保 険 料 調 整 制 度 利 用 期 間 （ ３ 年 間 ）

12,500円/月

202７年10月 2029年10月

【2026年10月から制度を利用した事業所の例】

2026年10月 202８年10月

制度の対象となる被保険者が負担する社会保険料のイメージ

事業主が制度の利用を申し出た月から通算３年間が経過する月まで、

被保険者の保険料負担が軽減されます。

い つ か ら い つ ま で 、 被 保 険 者 の 保 険 料 負 担 が 軽 減 さ れ ま す か ？

制 度 利 用 ３ 年 目 は 、 保 険 料軽 減 割合 が 変わ りま す。

途 中 で 制 度 の 利 用 が 自 動停 止 され る 場合 が あり ます 。

途中でやめることはできません。

制 度 の 利 用 を 途 中 で や め る こ と は で き ま す か ？

2027年８月１日から
社保加入

Q4-1

A4-1

Q4-2

A4-2

※2029年９月分までの
保険料が軽減されます。

被保険者：事業主（３年目）被保険者：事業主（1・２年目）標準報酬月額

３７．５ ： ６２．５２５ ： ７５～88,000

４０ ： ６０３０ ： ７０98,000

４３ ： ５７３６ ： ６４104,000

４５．５ ： ５４．５４１ ： ５９110,000

４７．５ ： ５２．５４５ ： ５５118,000

４９ ： ５１４８ ： ５２126,000

被保険者の保険料負担軽減のための制度であり、事業主からの申出でやめることはできません。
制度の利用期間は、標準報酬月額に応じて決まっている事業主の追加負担を必ず行う必要があり
ます。

6,250円/月

6,250円/月

この例の場合、被保険者Aは３年間、被保険者Bは2年２か月間で保険料の軽減が終了します。

※ 事 業 主 が 追 加 負 担 し た 保 険 料 は 還 付 （ ３ か
月 後 の 保 険 料 額 か ら 差 し 引 き ） さ れ る た め 、
事 業 主 が 最 終 的 に 納 付 す る 保 険 料 は 増 え ま
せ ん 。



５ ． 軽 減 さ れ る 保 険 料 額 の 計 算 方 法

5

軽減される保険料額の計算方法を教えてください。

被保険者１人あたりの軽減額は、
「①通常の保険料額 × ②保険料軽減割合」 です。

通常の保険料額

保険料軽減割合

• 標 準 報 酬 月 額 × 保 険 料 率

• 標 準 報 酬 月 額 に 応 じ て 決 ま っ て い ま す 。
• 標 準 報 酬 月 額 ご と の 割 合 に つ い て は 、 以 下 の 表 を ご 参 照 く だ さ い 。

※ 厚 生 年 金 保 険 の 保 険 料 率 は 、 1 8 . 3 ％ で す 。

※ 健 康 保 険 の 保 険 料 率 は 、 全 国 健 康 保 険 協 会 （ 協 会 け ん ぽ ） に 加 入 し て い る 場 合 は 、
都 道 府 県 に よ っ て 異 な り ま す 。 健 康 保 険 組 合 に 加 入 し て い る 場 合 は 、 各 健 康 保 険
組 合 に よ っ て 異 な り ま す 。

※ 制 度 利 用 か ら ３ 年 目 は 、 保 険 料 軽 減 割 合 が １ ・ ２ 年 目 の 半 分 と な り ま す 。

1

２

※健康保険料率を10.0%として計算した場合の仮定の金額です。

※ 厚 生 年 金 保 険 料 と 健 康 保 険 料 は 、 別 々 に 計 算 し ま す 。

※ 軽 減 額 に 端 数 が 生 じ た 場 合 は 、 １ 円 未 満 を 四 捨 五 入 し ま す 。

※ 賞 与 に 関 す る 保 険 料 や 、 介 護 保 険 料 、 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 金 は 、 制 度 の 対 象 外 で す 。

Q5

A5

■ 保 険 料 調 整 制 度 を 利 用し た 場 合 の厚 生 年金 保 険料 （ 単位 ： 円）

■ 保 険 料 調 整 制 度 を 利 用し た 場 合 の健 康 保険 料 の例 （ 単 位 ： 円 ）

３年目１・２年目折半額
（事業主負担額・

被保険者
本来負担額）

保険料
全額

標準報酬
月額

等
級 保険料

軽減割合
保険料
軽減額

被保険者
負担額

保険料
軽減割合

保険料
軽減額

被保険者
負担額

12.5%▲2,0136,03925％▲4,0264,0268,05216,10488,000１

10%▲1,7937,17420%▲3,5875,380８,９６７17,93498,000２

7%▲1,3328,18414%▲2,6646,852９,５１６19,032104,000３

4.5%▲9069,1599%▲1,8128,253１０,０６５20,130110,0004

2.5%▲54010,2575%▲1,0809,71710,79721,594118,000５

1%▲23111,2982%▲46111,06811,52923,058126,000６

３年目１・２年目折半額
（事業主負担額・

被保険者
本来負担額）

保険料
全額

標準報酬
月額

等
級 保険料

軽減割合
保険料
軽減額

被保険者
負担額

保険料
軽減割合

保険料
軽減額

被保険者
負担額

12.5%▲7252,17525%▲1,450１，４５０2,9005,80058,0001

12.5%▲8502,55025%▲1,700１，７００3,4006,80068,0002

12.5%▲9752,92525%▲1,950１，９５０3,9007,80078,0003

12.5%▲1,1003,30025％▲2,2002,2004,4008,80088,000４

10%▲9803,92020%▲1,9602,9404,9009,80098,000５

7%▲7284,47214%▲1,456３,７４４5,20010,400104,000６

4.5%▲4955,0059%▲9904,5105,50011,000110,000７

2.5%▲2955,6055%▲5905,3105,90011,800118,000８

1%▲1266,1742%▲2526,0486,30012,600126,000９



６ ． 事 業 主 が 一 時 的 に 追 加 負 担 し た 保 険 料 に つ い て

6

■ 事 業 主 が 追 加 負 担 し た 保 険料 が 、 還付 さ れる まで の イ メー ジ

追加負担額は、還付（３か月後の保険料額から差し引き）されます。

事業主が一時的に追加負担した保険料は、どうなりますか？

保険料を納付期限（翌月末）までに納付せず、

送付された督促状の指定する期限までにも納付しなかった場合は、

追加負担額の還付は行いません。

また、その旨のお知らせ（保険料調整不該当通知書）が送付されます。

Q6

A6

※  健 康 保 険 組 合 に 加 入 し て い る 場 合 は 、 各 健 康 保 険 組 合 に 確 認 く だ さ い 。

※ 保 険 料 額 は イ メ ー ジ で あ り 、 実 際 の 額 と は 異 な り ま す 。

１ ４月 ： 保険料の発生

2 5月 ： 4月分の保険料の納付

事業主が４月分の保険料を納付します。
被保険者の保険料が軽減され、事業主は一時的にその分を追加負担します。

6,250円/月

＋6,250円/月

被 保 険 者 事 業 主

12,500円

負担減

一時的な
追加負担

４ 月 分 の 保 険 料

本 来 の 負 担 （ 労 使 折 半 ）

12,500円/月 12,500円/月

被 保 険 者 事 業 主

３ ８月 ： ７月分の保険料の納付時に、４月分の追加負担額を還付します

被 保 険 者 事 業 主

７ 月 分 の 保 険 料

4月分保険料
納付

7月分保険料
納付

8月7月6月5月4月

事業主が追加負担した保険料6,250円は、
７月分の保険料の納付時に
還付（保険料額から差し引き）します。

７月分の保険料の納付時に、４月分の追加負担額を還付（７月分の保険料額から差し引き）
します。また、その旨のお知らせ（保険料調整通知書）が送付されます。

追加負担額が還付されることで、事業主が最終的に納付する保険料額は増えず、
被保険者の保険料負担を軽減できます。

7月分の追加負担
が発生し、４月分の
追加負担額が還付
されます。



７ ． 制 度 利 用 の 手 続 き

7

事業主は開始申出書を記入の上、申出期限内に日本年金機構に提出してください。1

申出の受付後、事業主に「保険料調整開始のお知らせ」が送付されます。

お知らせには、制度利用開始年月や終了予定年月が記載されています。

2026年10月に、
任意特定適用事業所となった従業員数が20人の事業所

2 0 2 6 年 1 0 月 か ら ２ 年 以 内 （ 2 0 2 8 年 ９ 月 ま で ） に 、
保 険 料 調 整 開 始 申 出 書 を 提 出 す る 必 要 が あ り ま す 。

２

Q7

A7 保険料調整制度の利用開始には以下の手続きが必要です！

制度の利用にはどのような手続きが必要ですか？

例 1

202７年10月に、社会保険の適用拡大により、
特定適用事業所となった、従業員数が40人の事業所

2 0 2 ７ 年 1 0 月 か ら ２ 年 以 内 （ 2 0 2 ９ 年 ９ 月 ま で ） に 、
保 険 料 調 整 開 始 申 出 書 を 提 出 す る 必 要 が あ り ま す 。

例 2

申出が受付された日が属する月が、制度利用開始月となります。

期間を遡って制度を利用することはできません。

対象被保険者の確認や軽減される保険料額の計算に影響が生じること

から、「被保険者資格取得、資格喪失届」や「被保険者報酬月額変更届」

などの各種届書について、迅速・適正なご提出をお願いいたします。

申 出 期 限 を 過 ぎ る と 制度 を 利用 で きま せ んの で、 ご 注 意く だ さ い 。

保険料調整開始申出書

提 出 物

• 事務センターへ郵送

• 管轄の年金事務所へ郵送/窓口持参（電子申請不可）

※ 健康保険組合に加入している場合は、組合にも同時に提出が必要です。

提 出 方 法 ・
提 出 先

制度の利用が可能となった日から２年が経過した日が属する月の

前月まで（詳細は をご覧ください）
申 出 期 限

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/hokenryochosei.html

「保険料調整開始申出書」の様式は、

日本年金機構HPからダウンロードできます。

A2



８ ． 制 度 利 用 の 自 動 停 止 と 再 開 の 手 続 き

「保険料調整制度 特設ページ」

社会保険適用拡大特設サイトへ

https://www.mhlw.go.jp/tekiyoukakudai/
index.html

検 索社会保険 適用拡大 または

保険料調整制度の詳細や手続き方法等は

日本年金機構ホームページへ

社会保険の適用拡大については

8

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/
hokenryochosei.html

対象被保険者数が０人となった場合、自動停止されます。

• 自動停止された場合、事業主に「保険料調整停止のお知らせ」が送付されます。

• 自動停止された事業所は、申出期限内であれば、利用再開の申出が可能です。

• 利用再開の申出があった場合、申出があった日の属する月から制度利用が再開され、
停止前の期間と再開後の期間で通算して３年間分の保険料に制度が適用されます。

• 制度利用開始月から３年間が経過するまでの期間は、対象被保険者数が再び１人以上と
なった月について、対象被保険者分の保険料額の軽減を行います。

申出期限内に対象被保険者が０人となった場合

申出期限を超過している場合

事業主からの申出により再開が可能です。

対象被保険者数が０人となった場合でも、自動停止されません。

利用開始後、申出期限内 （ ※ ）に対象被保険者数が０人となった場合、

制度利用が自動停止され、再開までの間は利用期間（通算３年間）か

ら除外されます。
再開したい場合は、申出期限内に再開の申出が必要です。

申出期限より後に対象被保険者数が０人となった場合は自動停止されません。

対象となる被保険者数が０人となった場合にはどうなりますか？Q8

A8

【202９年1月に制度利用が停止した事業所の例】

特定適用事業所該当

2027.10

申出期限２年間

調整開始の申出

2028.1

申出期限

2029.9

保険料調整期間（12か月） 保険料調整期間（24か月）

自動停止
2029.1

再申出

2029.7

調整期間終了

2031.7

申出により再開可能
この期間は、対象被保険者数が
０人となっても自動停止しない対象被保険者数が０人となった場合、自動停止

※ 制度の利用が可能となった日から２年を経過した日が属する月の前月までが申出の期限です。

2610 1017 019



従業員50人以下の事業主の皆さまへ

２０２６年10月１日から

短時間労働者の社会保険料負担を支援する制度が始まります

制度利用後

12,500円/月 12,500円/月
6,250円/月

※2026年9月30日以前に任意特定適用事業所となった事業所は、保険料調整制度の対象外です。

2026年10月1日以降対象となることができる事業所

2027年10月1日以降、順次対象となる事業所

2026年10月１日以降、任意特定適用事業所（労使の合意により、任意で短時間労働者（パート・アルバイ
トの方）を社会保険の加入対象とした適用事業所）になると、保険料調整制度の対象となります。
任意特定適用事業所となるための手続きは裏面をご覧ください。

原則として、今後、社会保険の適用拡大により短時間労働者が加入対象となる事業所が対象です。

本来の負担

※従業員数とは、厚生年金の被保険者
数（フルタイムの従業員と週の労働
時間がフルタイムの3/4以上の従業
員を合計した数）を指します。

月収８．８万円の従業員に制度を利用した場合のイメージ

12.2万～13万未満
（12.6万）

11.4万～12.2万未満
（11.8万）

10.7万～11.4万未満
（11万）

10.1万～10.7万未満
（10.4万）

9.3万～10.1万未満
（9.8万）

9.3万未満
（8.8万以下）

月収（円）
（標準報酬月額）

48：5245：5541：5936：6430：7025：75従業員：事業主(1・２年目）

49：5147.5：52.5４５．5：54.543：5740：6037.5：62.5従業員：事業主(３年目）

従業員の負担軽減の割合は月収に応じて異なります。また、制度利用３年目は割合が半減します。

2035年10月～2032年10月～2029年10月～2027年10月～対象時期

10人以下11～20人21～35人36～50人従業員数

※社会保険料とは 、健康保険 ・厚生年金保険の保険料を指します 。

1

以下の３つの条件にすべて当てはまる短時間労働者が対象です。

どんな事業所が対象ですか？

どんな従業員が対象ですか？

どのような制度ですか？

裏面に続く

週の所定労働時間が20時間以上
（フルタイムの3/4未満）

月収が13万円未満
（標準報酬月額が12.6万円以下）

学生ではない

新たに社会保険の加入対象となる短時間労働者が就業調整せず働けるよう、制度の利用から通算３年間、対象

となる従業員の社会保険料を軽減します。事業主には軽減分を一時的に負担いただきますが、一定期間経過後

にお支払いいただく保険料からその分を全額控除するため、最終的に事業主が納付する保険料は増えません。

従業員が将来受け取る年金額にも影響はありません。

事業主が追加負担し
た保険料は、一定期間
経過後にお支払いい
ただく保険料から控
除します

＋6,250円/月（一時的負担） 控除後 12,500円
＋０円/月

• 従業員の負担の一部を事業主が追加負担
• 従業員は、少ない負担で社会保険に加入できます

2

1 2 3

保 険 料 調 整 制 度

従 業 員 事 業 主

従 業 員 事 業 主

12,500円

事 業 主

※このチラシにおける保険料額はあくまでもイメージであり、実際の額とは異なります。

以下の①または②の事業所が対象です。



同意対象者の２分の１以上の同意をとった上で、必要書類をご提出ください。

任意特定適用事業所となるための手続き

※同意対象者とは、厚生年金保険の被保険者、70歳以上被用者および短時間労働者を指します。

「保険料調整開始申出書」の
様式は、日本年金機構
ウェブサイトから
ダウンロードできます。

0570-００７-１２３

【受付時間】

平日：8:30～19:00

第2土曜日：９：３０～16:00
※土曜日（第2土曜日を除く） 、日曜日、

祝日、年末年始（12/29～1/3）除く

事業所、厚生年金加入者

手続きの詳細や
届書様式に関するご案内
https://www.nenkin.go.jp/
tokusetsu/ninitokuteitekiyo.html

制度の対象となる従業員が負担する社会保険料のイメージ

事業所が保険料調整制度の対象となった日から２年以内に、開始申出をする必要があります。

保険料調整開始申出書提出物

事務センターへ郵送 または 管轄の年金事務所へ
郵送/窓口持参（電子申請不可）
※健康保険組合に加入している場合の提出方法については、各組合にお問い
合わせください。

提出方法・
提出先

①任意特定適用事業所申出書
②同意対象者の２分の１以上の同意を示す書類
③短時間労働者に該当する方の被保険者資格取得届

提出物

事務センターへ郵送 または 管轄の年金事務所へ
郵送/窓口持参 （電子申請も可能）

提出方法・
提出先

社会保険適用拡大特設サイトへ

https://www.mhlw.go.jp/tekiyoukakudai/

検索社会保険 適用拡大 または

手続きのご不明点は

ねんきん加入者ダイヤルへ

https://www.nenkin.go.jp/
tokusetsu/hokenryochosei.html

社会保険の適用拡大については

※従業員A、Bの月収（標準報酬月額）は88,000円としています。

どのような手続きが必要ですか？

短時間労働者が働く時間を増やして社会保険に加入すると、企業経営に以下のようなメリットがあります。

従業員には、社会保険に加入すると年金や医療保険が充実することを伝え、加入の希望を聞きましょう。

2 0 2 6 年 1 0 月 １ 日 か ら 保険 料調整制度が利用できる

任意特定適用事業所となるための手続きについて

事業所が制度の利用を開始してから3年が経過した時点で、従業員の保険料の軽減は終了します。

電子申請に関する
ご案内
https://www.nenkin.go.jp/
denshibenri/index.html

12,500円/月

事業所
協会けんぽ加入

従業員A

従業員B

開 始 終 了

2026年10月１日から
社保加入

2027年10月１日から
社保加入

３年目２年目１年目

保険料調整制度利用期間 （ ３ 年 間 ）

6,250円/月 9,375円/月

9,375円/月

12,500円/月

この例の場合、従業員Aは３年間、従業員Bは2年間で保険料の軽減が終了します。

202７年10月 2029年10月

6,250円/月

【2026年10月１日から制度を利用した事業所の例】

３ 就業調整が不要になり、
安定してシフトを
組みやすくなります

２ 従業員の働く意欲の
向上に繋がります

１ 人材の確保・定着の
可能性が高まります

2026年10月 202８年10月



短時間労働者が社会保険（健康保険・厚生年金保険）に加入するには、以下の①～④の要件を満た

す必要がありますが、①の賃金要件については２０２６年10月１日に撤廃されます。

最低賃金を一律に適用するとかえって雇用機会を狭めるお

それなどがあることから、右記の１～５のいずれかに該当す

る労働者については、使用者が都道府県労働局長の許可を

受けることを条件として個別に最低賃金の減額の特例が認

められています。（最低賃金法第７条）

※ ２ 最 低 賃 金 減 額 の 特例 許可 とは

■ 特 定 減 額 特 例 対 象 者 は 申 出 に よ り 社 会 保 険 に 加 入 で き ま す

特定減額特例対象者は原則として社会保険の加入対象ではありませんが、老後の保障や万が一の場合

に備えるために、申出をすることで社会保険に加入できます。

特 定 減 額 特 例 対 象 者 に 関 す る 制 度 が 始 ま り ま す

① 【賃金要件】 所定内賃金が月額８．８万円以上であること

② 【労働時間要件】 週の所定労働時間が２ ０時間以上であること

③ 【企業規模要件】 勤め先が従業員数51人以上の企業であること （ ※ １ ）

④ 学生ではないこと

保険料は労使折半です。

特定減額特例対象者が申出により社会保険に加入した場合の保険料は、他の被保険者と同様に労使折半と
なります。資格取得日や手続きなどについては裏面をご覧ください。

※１ 2027年10月以降、対象事業所の範囲が段階的に拡大します。

なお、従業員数が50人以下の事業所でも労使合意に基づく申出により、短時間労働者も加入することができます。

所定内賃金が
月額8.8万円未満A 最低賃金減額の特例許可

を受けている者（※２）
B

2026年10月１日以降、上記②～④の要件を満たすと短時間労働者として社会保険の加入対象となり

ますが、 以下のA・Bの両方に該当する方（特定減額特例対象者）は、原則として加入対象となりません。

原 則 と し て 社 会 保 険 の

加 入 対 象 と な り ま せ ん

■ 特 定 減 額 特 例 対 象 者 は 引 き 続 き 社 会 保 険 の 加 入 対 象 外

＋

1 . 精神又は身体の障害により著しく 労働能力の低い方

2. 試の使用期間中の方

3. 基 礎 的 な 技 能 等 を 内 容 と す る 認 定 職 業 訓 練 を 受 け て
いる方のうち厚生労働省令で定める方

4. 軽易な業務に従事する方

5. 断続的労働に従事する方

2026年10月１日から 短 時 間 労 働 者 に 係 る 賃 金 要 件 の 撤 廃 と

適用拡大の詳細や社会保険

加入のメリットについては、

社会保険の適用拡大特設サイト

をご覧ください

社 会 保 険 の 短 時 間 労 働 者 に 係 る 「 賃 金 要 件 」 が 撤 廃 さ れ ま す

要件を満たす

短時間労働者は

社会保険加入対象

２０２６年10月１日以降

撤 廃

短 時 間 労 働 者 の 社 会 保 険 （ 健 康 保 険 ・ 厚 生 年 金 保 険 ） 加 入 要 件

最 低 賃 金 の 減 額 特 例 の 対 象 者

に 関 す る 制 度 が 始 ま り ま す ！
― 対象となる従業員を雇用している事業主の皆さま、対象者の方に周知をお願いします ―



■ 申 出 に よ り 加 入 す る に は ど の よ う な 手 続 き が 必 要 で す か ？

従 業 員 は 事 業 主 に 申 出 書 を 提 出

事 業 主 は 「 被 保 険 者 資 格 取 得 届 」 お よ び 申 出 書 を 日 本 年 金 機 構 に 提 出

対象となる従業員は、社会保険の加入を希望する場合、 事業主に申出書を提出してください。

1

対象となる従業員から社会保険加入の申出を受けた事業主は、「被保険者資格取得届」を作成し、
速やかに提出してください。

２

2026年10月１日以降、特定減額特例対象者が社会保険に加入する場合、従業員が事業主を経由して
日本年金機構に申し出る必要があります。以下の手続きを行ってください。

申出書には、氏名・生年月日・住所等を記載してください。

日本年金機構のウェブサイトに申出書の様式を掲載していますのでご利用ください。

• 対象者の申出により任意で社会保険に加入または資格喪失する場合、事業主の同意は不要です。

• 対象者となる従業員から申出がありましたら、届出を遅延させることがないよう、速やかに手続きを
お願いします。

■ 加 入 し た 後 、 任 意 で 被 保 険 者 資 格 を 喪 失 で き ま す か ？

■ 事 業 主 の 同 意 は 必 要 で す か ？

• 特定減額特例対象者として社会保険に加入した被保険者は、事業主を経由して日本年金機構に申出
をすることで、被保険者資格を喪失することができます。氏名・生年月日・住所等を記載した申出書
を事業主に提出してください。

• 事業主は、「被保険者資格喪失届」（喪失原因欄の「特定減額特例対象者の任意喪失」を選択し、喪失
年月日欄は記入不要。）を作成し、従業員から提出された申出書とあわせて日本年金機構に提出して
ください。

• この場合、日本年金機構が申出書を受理した日の翌日に被保険者資格を喪失します。

0570-００７-１２３

【受付時間】

平日：8:30～19:00

第2土曜日：９：３０～16:00

※土曜日（第2土曜日を除く） 、日曜日、

祝日、年末年始（12/29～1/3）除く

事業所、厚生年金加入者

手 続 き の 詳 細 や 届 書 様 式 は

日 本 年 金 機 構 ウ ェ ブ サ イ ト へ
手 続 き の ご 不 明 点 は

ね ん き ん 加 入 者 ダ イ ヤ ル へ

https://www.nenkin.go.jp/
tokusetsu/tekiyokakudai.html

短時間労働者に対する健康保険・
厚生年金保険の適用拡大

日本年金機構で申出書を受理した日に被保険者資格を取得します。

申出の処理後、「健康保険・厚生年金保険資格取得確認および標準報酬決定通知書」を事業主に送付します。

事業主は決定通知書を確認し、申出をした従業員に通知してください。

※ 健康保険組合に加入している場合は、同時に組合へもご提出ください。

特 定 減 額 特 例 対 象 者 に 係 る 手 続 き の ご 案 内

• 健康保険・厚生年金保険 被保険者資格取得届

• 従業員による社会保険加入の申出書

提 出 物

• 事務センターへ郵送 または 管轄の年金事務所へ郵送/窓口持参

• 電子申請も可能
提 出 方 法 ・

提 出 先

※ 必要事項を記載し、備考欄の「特定減額特例対象者の任意取得」を選択してください。
取得年月日欄は記入不要です。

※ 健康保険組合に加入している場合は、同時に組合へもご提出ください。

2609 1017 006


